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１． はじめに 
 一般社団法人公立大学協会は、公立大学の在り方に関する検討会議の意見交換のなか
で、「公立大学が意欲のある教員を育て、地域の教育内容の質を高めるという考え方」
が示されたことを紹介している 1)。 公立大学は、地域の強い要請に応じて設置された
経緯があり、より地域貢献についての役割を果たすことが求められている。 
 本稿は、教職課程を設置している公立大学について現状を概観し、可能性と課題を整
理することで、今後の展望を考える一助とすることをねらいとしている。 
 先行研究としては、松本裕司氏の「公立大学における教員養成の現状と課題」2)があ
る。松本氏は、公立大学へのアンケート調査をもとに、「公立大学はその多くが歴史の
浅い小規模の後発大学であり、教員養成を主目的とはしていないが、地域の付託を受け
た高等教育機関として地域貢献や進路保障の側面から教員養成に責任をもたねばなら
ないという二面性をもっており、ここに公立大学がもつ教員養成の基本的な課題や困難
性が存在する」と指摘している。 
 この他、宮崎公立大学の教員志望者への指導についてまとめた山本寛幸氏の研究 3)
や、田中達也氏の釧路公立大学での教育実習体制についての実践報告 4)などがある。 
1) 「時代を LEAD する公立大学―公立大学の将来構想に向けての議論の方向性と可能性―」一般社団法人公立大学協
会 公立大学の在り方に関する検討会議 2017 年 5 月 
2) 松本裕司「公立大学における教員養成の現状と課題―アンケート調査の分析を通して―」岩手県立大学総合政策学
会「総合政策」第 10 巻第 1 号、2008 年 12 月 
3) 山本寛幸「本学の教員志望者に対する指導・支援の現状と課題」「宮崎公立大学人文学部紀要」第 20 巻第 1 号、2013 年 
4) 田中達也「非教員養成系単科大学の教職課程における教育実習体制―釧路公立大学の事例を中心に―」大阪市立大
学教育学会「教育学論集」第 6 号、2017 年 
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２． 公立大学における教員養成の現状 
 公立大学は、2019 年 4 月現在で 93 大学を数え、大学数では国立大学を超えている。
が、多くは単科大学であり、規模も小さな大学が多いことが特色である。2018 年度の
「公立大学便覧」によれば、学生数の多い大学は、首都大学東京の 9,076 人を筆頭に、
大阪市立大学 8,247 人、大阪府立大学 7,724 人、北九州市立大学 6,691 人、兵庫県立大
学 6,545 人、横浜市立大学 5,054 人、名古屋市立大学 4,543 人、高崎経済大学 4,172 人、
愛知県立大学 3,524 人、都留文科大学 3,481 人、静岡県立大学 3,100 人、長崎県立大学
3,028 人と続き、2,000 人台が 9 大学、1,000 人台が 35 大学、1,000 人未満 500 人以上
が 15 大学、500 人未満が 21 大学である。圧倒的な多数が、単科大学など小規模な大学
であることが分かる。 
そのなかで教職課程を設置している大学は 64 大学（68.8％）である。免許別にみる
と、幼稚園教諭が 13 大学（短期大学専攻科 1 を含む）、小学校教諭が 4 大学、中学校・
高等学校教諭が 52 大学、特別支援学校教諭が 7 大学、養護教諭が 17 大学、栄養教諭
が 21 大学となっている。 
 公立大学の学部構成をみると、看護学部と栄養系学部が合計 37 大学にあり（39.8％）、
そのなかに養護教諭や栄養教諭の教職課程が含まれているため、相対的に多い理由とな
っている。中学校・高等学校教諭は、全体では 52 大学と多いが、教科別にみると英語
25 大学、中学社会・高校地歴公民 23 大学、理科 21 大学、国語・書道 17 大学、情報
16 大学、数学 12 大学などとなっている（表 1 参照）。 
 それではこれらの大学から実際に何人が、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別
支援学校の教員として就職しているかを、大学改革支援・学位授与機構の「大学基本調
査」からみてみよう。2019 年度採用人数は、幼稚園教員 77 人、小学校教員 250 人、
中学校教員 175 人、高等学校教員 198 人、特別支援学校教員 46 人であった。但し、幼
稚園教員の多くが短期大学であることから、今回の考察からは除外する。小学校教員の
半数以上を占めるのが都留文科大学であり、141 名を数える。次いで多いのは福山市立
大学の 35 人、山梨県立大学の 12 人で、以下は一桁である。中学校教員でも都留文科
大学が 22 人で最も多く、次いで高知工科大学の 16 人で、以下は一桁である。高等学
校教員でも都留文科大学が 25 人で最も多く、次いで愛知県立大学の 15 人、北九州市
立大学の 10 人で、以下は一桁である（表 2 参照）。 
 こうしてみると、公立大学のなかで教員養成において圧倒的に教員を輩出しているの
は、都留文科大学であることが分かる。その他の大学は、学生数の少なさもあるが、教
員就職者は比較的に少数であるといえる。 
 しかし、教員免許取得状況と比較すると、いくつかの大学は教員就職率が非常に高い
ことが分かる。公立千歳科学技術大学と高知県立大学、長野大学では 50％以上、大分
県立看護科学大学と群馬県立女子大学、埼玉県立大学、静岡文化芸術大学、県立広島大
54
学、尾道市立大学では、40％前後が実際に教員になっている（表 3 参照）。そして、そ
の多くが地元の県市の教員となっていることを考えれば、たとえ少数であっても、地域
の大学として重要な役割を果たしているということができる。 
 
 
３． 「教員の養成に係る教育の質の向上に係る取組」 
 教育職員免許法施行規則が 2015 年に改正され、課程認定を受けている大学等は、そ
の第 22 条の 6 に基づいて教員の養成の状況についての情報の公表が義務づけられるこ
ととなった。ここでは各大学が主として大学のウェブページに公開している情報をもと
に、その取組をまとめてみたい。各大学が紹介している内容は、主なものに限られてい
ることが予想されるので、すべての取組を網羅した整理ではないことをお断りしておく
（表 4 参照）。 
 すでに公益財団法人大学基準協会の高等教育のあり方研究会による調査報告書（以下、
「報告書」と略記する）が発表されており 5)、そこから公立大学の状況も伺い知ること
ができる。「報告書」によれば、公立大学の 22.9％が教員養成の目標と目標達成の計画
を公表していないと回答しているなど、国立大学や私立大学との違いが生じている。特
に際立っているのが、「教員養成に係る教育の質の向上に係る取組状況」である（ｐ29）。 
  
（１）体験的な活動の取組 
体験的な学びの取組を概観する前に、履修指導について簡単に触れておく。各大学
に共通している項目として「履修カルテ」の活用がある。おそらく、明示されていな
い大学でも同様に活用し、学生指導に利用されていることが予想される。しかし、「報
告書」によれば、「形骸化している観がある」という回答も 15％近くあると指摘され
ている（ｐ90）。 
次に、体験的な学びの取組であるが、学校インターンシップや学習支援を中心とす
る教職ボランティアなど、何らかの体験活動を多くの大学が取り入れている。受け入
れにあたっては、学校との直接的な関係もあるが、教育委員会との連携も背景にあり
そうである。特徴的な大学の取組をいくつか紹介する。 
釧路公立大学では、市内の小中学校の学習サポートボランティアや公立高等学校の
学習ボランティアなどを行っている他、無料塾である「ちとせ学習チャレンジ塾」に
も学生を派遣している。 
秋田県立大学の高校派遣プログラムは、教育実習前に学校や生徒を理解するために、
ボランティアとして教員の仕事を補助しながら、学校組織や教員の仕事の一端を学び、
生徒と触れ合いながら生徒理解を深めることをねらいとしている。 
5) 『教職課程における質保証・向上に係る取組の調査研究報告書』公益財団法人大学基準協会 高等教育のあり方研
究会、2018 年 
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秋田公立美術大学の学校インターンシップの取組には、1 年次の附属高等学院での
授業参観と、市内中学校での教育活動全般の観察（学校体験実習 1）、2 年次の中学校・
高等学校での授業実習と研究協議（学校体験実習 2）が用意されている。 
前橋工科大学のインターンシップの取組は、1 年次の学校現場学習Ⅰ（教職一般）
と 2 年次の学校現場学習Ⅱ（理科教育一般）が設置されており、1 年次には母校を訪
問して教員との交流や授業参観が行われている。2 年次には理科主任の講話や実験授
業を含めた授業参観や授業参加などが行われている。この他に希望者が自主的に参加
する教職インターンシップ（地域教育支援活動）があり、小学校の理科支援員や TA
などを行うことで、より実践的な指導方法等を学ぶことをねらいとしている。 
都留文科大学の教育フィールド研究は、1 年次の教育フィールド研究Ⅰから 4 年次
の教育フィールド研究Ⅳまで、4 年間の体験活動が体系化されている。1 年次には、
学童保育や放課後子ども教室で子どもの活動の支援を行っている。2 年次には、学校
で特別なニーズをもつ子どもたちと接し、一人ひとりの子どもの個性や多様性を体感
することをねらいとしている。3 年次には、通年で学校の授業に入り、学習支援の活
動を行っている。4 年次には、通年で放課後の学習支援の活動を行っている。これら
の活動は、地元の都留市教育委員会や各学校などとの間で培ってきた信頼関係のうえ
に成り立っている取組である。 
山口県立大学では、児童生徒と触れ合い、教職員の仕事に接することで、教職への
理解、教育への意欲の向上を図ることを目的として、1～2 年次に県教育委員会の学
校体験制度を利用した学校体験を実施している。また、小・中学校の教科指導補助な
どの学習ボランティアにも取り組ませている。さらに、2～3 年次に高大連携協定校
での授業参観と授業後の懇談を行っている。 
下関市立大学では、1 年次から 3 年次まで、教育実習に行く前に学校現場での体験
的な学びが充分かつ系統的に行えるように多様なプログラムが用意されている。例と
してあげられている教職ボランティア実習は、教科指導や生徒指導など学校教育全般
についての観察や、教員のサポートや児童生徒に対する支援を行っている。これらの
取組は、教職の意義や教員の役割と職務内容などについて、生徒の視点から教員の視
点への転換を図り、教育実習に向けた自己の課題を明らかにすることをねらいとして
いる。 
高知工科大学の学校サポーター制度は、県内の小・中・高校と連携して、教職課程
を履修している学生が学校現場に出向いて、実際の教育活動に約 1 年間、参加する学
校インターンシップである。2～3 週間の短期間の教育実習では得られない授業以外
の経験や、実践的な知識を学ぶことができる貴重な機会として、採用試験にも大きな
アドバンテージになると説明されている。 
福岡県立大学では学校インターンシップ・教育ボランティア・学校参観を随時、行
っている。1 年次から参加できる短期間の学校インターンシップは就業力向上支援室
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が、その後の継続的な学校インターンシップは、不登校・ひきこもりサポートセンタ
ーが調整している。教育ボランティアについては、社会貢献ボランティア支援センタ
ーと不登校・ひきこもりサポートセンターが情報提供し、学校や地域のイベント、地
域の子どもたちを対象とした学習支援プログラムにも参加している。これらの取組は、
「“現場”に適応できる力、すなわち即戦力の素地を養成」することをねらいとして
いる。 
この他、群馬県立女子大学の近隣中学校での学習支援、静岡文化芸術大学の小・中
学校での学習支援ボランティア、愛知県立芸術大学のスクール・ボランティアやイン
ターン制度、大阪市立大学の教職ボランティア実習、公立鳥取環境大学の学校教育ボ
ランティア（県教委）・学習ボランティア（各学校）、県立広島大学の学校インターン
シップ・教育ボランティア・学校参観、高知県立大学の学習支援ボランティア、北九
州市立大学の学生ボランティア事業、宮崎公立大学の学習支援活動、名桜大学の学習
支援ボランティアなどが紹介されている。 
以上のように、教職課程をもつ大学では学校インターンシップなどの体験的な学び
によって、生徒理解や実践的な指導力を培う取組が広がっている。 
また、中央教育審議会初等中等教育部会教員養成部会が定期的に行う教職課程認定
大学等実地視察において、2012 年度から個別的事項の評価項目のなかの、「学校現場
体験・学校ボランティア活動などの取組状況」が、「教育委員会等の関係機関との連
携・協働状況（学校現場体験・学校支援ボランティア活動等の取組状況）」に変更さ
れたことも、教育委員会との連携・協働が促進される契機となった。 
ただ公立大学においては、教育委員会との連携について明示している大学はそれほ
ど多くはない。先の「報告書」でも、公立大学は 3 割を超える大学が特段の交流の機
会はないと回答している、と説明している。 
公立大学の交流・連携の例をあげると、山口県立大学が人事交流を実施している他
は、埼玉県立大学が地元市との包括協定を結んでいる例や、山口県立大学、大分県立
看護科学大学、名桜大学などが教育委員会との定期的な教員育成協議会や連絡会など
への参加を明示している。この他、青森公立大学は特別支援学校技能検定に参加させ
るなど、教育委員会との連携にも取り組んでいる。また、県立広島大学では特別講師
による県教委の施策と教育課題に関する教職特別講話が行われている。高知県立大学
では教職課程の授業に、教育委員会の指導主事などを講師に招いている。 
 
（２）教員採用試験の指導・支援 
名称は各大学によって異なるが、多くの大学が教員採用試験に向けての指導・支援
の組織や施設を設けている。前橋工科大学と島根県立大学には教職センターが、首都
大学東京には教職課程センターが、秋田県立大学と愛知県立大学、公立鳥取環境大学、
宮崎公立大学には教職支援室が、高知県立大学と高知工科大学には教職課程支援室が、
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長野大学には教職課程推進室が、名桜大学には教員養成支援センターがそれぞれ設置
されている。 
  組織や施設の設置は明示されていないが、多くの大学が教員採用試験に向けての指
導・支援を行っている。公立千歳科学技術大学では、現場で活躍している先輩教員の
話を聴くなど教職課程研修会が開催されている。名寄市立大学では、現職・退職教員
等による教職講座を開設している他、個人面接指導や模擬授業指導を採用試験前に集
中的に行っている。青森公立大学でも、採用試験に向けた講座や模擬講義実習を実施
している。岩手県立大学では、教職実践演習のなかで現職の校長を招いて、現場の状
況等についての講義及びグループ討論等を行っている。 
山形県立米沢栄養大学では、2～4 年次向けにそれぞれ教職ゼミを開設して、教育
の本質や意義、児童生徒理解、児童生徒とのかかわり、食育のあり方や実践例など、
栄養教諭の適性と資質向上を目的としている。また、教員採用試験のための情報提供
や試験対策もゼミのなかで行っている。 
群馬県立女子大学では、教員採用試験（美術）を目指す学生のために、デッサンや
平面構成などの実技技能指導を実技の教員が個別に行っている。また、教育実習の事
前指導や教育相談の授業などで、ロール・プレイングを導入している。金沢美術工芸
大学では、現職教員や教職経験者から生徒指導や授業の組み立て方など実践的な内容
を学ぶ機会を設けている他、授業に教育現場の様々な場面を想定したロールプレイや、
教育時事に関するディスカッションを取り入れている。また、放課後等に教員採用試
験対策ゼミナールを開設し、教育時事に関するディスカッションや模擬授業を行って
いる。静岡県立大学でも、現職教員による講演会や意見交換を行っている他、教育実
践の様々な場面を想定したロールプレイを行っている。 
  愛知県立芸術大学では、現職教員や教職経験者との交流の機会を設け、学校教育の
ニーズにあった就職活動を支援している他、現職教員などを招いて、各職場で求めら
れている教員の資質について指導を受けている。 
京都市立芸術大学では、教員採用試験の対策講座を 4 月から毎週 1 回、実施してい
る。大阪市立大学では、経験豊かな教職支援特任研究員による進路相談や教員採用選
考対策セミナーなどを行っている。教員採用選考前の模擬面接対策では、個人面接か
ら集団面接まで、本番さながらの雰囲気で丁寧に指導が行われている。神戸市外国語
大学では、情報収集や交流の場として「教職サロン」が設けられており、定期的に教
職セミナーが開催され、採用試験の模擬面接や場面指導などが行われている。 
公立鳥取環境大学では、教職課程共同ゼミ室で独自のセミナーを開催する他、筆記
試験や面接試験の指導も行っている。島根県立大学でも、教職教養・専門教養対策、
面接・小論文対策などの試験対策セミナーを行っている。県立広島大学では、採用試
験の対策として、教員経験者による指導案作成や模擬授業、特別講師による採用試験
対策講座や、採用試験の模擬授業・面接・集団討論対策講座などが行われている。尾
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道市立大学でも、教員採用試験に関する学習支援が行われている。 
高知工科大学では、採用試験対策に詳しい学外の講師による採用試験対策講座を実
施する他、採用試験本番を想定して、面接官経験者による模擬授業・模擬面接を複数
回実施している。宮崎公立大学でも、論文・自己推薦書の指導、一次試験に向けて、
教職教養の勉強会を週 2 コマ、試験対策英語講習を週 1 コマ、二次試験に向けて、個
人面接・集団面接・集団討論・場面指導・模擬授業などの指導を行っている。名桜大
学では、教員採用試験対策として、沖縄県北部教育職員養成講座と協働した対策講座
を実施している。 
また、外部業者などによる教員採用模擬試験を実施している大学として、名寄市立
大学、公立鳥取環境大学、島根県立大学、県立広島大学、高知工科大学、宮崎公立大
学、名桜大学などがある。また、公立千歳科学技術大学では、予備校と連携した対策
講座が行われている。 
以上のように、各大学が教員採用試験対策を熱心に行っている様子が伺える。地方
では教員採用者数も限られており、特に中学校・高等学校の教員採用試験の現役合格
率は全国平均で 15％程度であるといわれていることから、教員を目指す学生の指
導・支援に力を注ぎ、一人でも多くの合格者を出したいと考えることは当然かもしれ
ない。しかし、大学が教員採用試験の指導を予備校のように行うことに疑問がないわ
けではない。 
むしろ、学生の自発性に任せて「勉強会」の支援に中心を置くことの方が、支援の
在り方として相応しいのではないだろうか。群馬県立女子大学では、学生の自発的な
ピアグループ（教職研究会）の支援を行っている。神戸市外国語大学でも、学生たち
の自発的学習グループである「教職勉強会」が活動し、毎年多くの教員採用試験合格
者を出している。この他、県立広島大学には「学内勉強会」、宮崎公立大学には「教
職教養勉強会」の記載がある。 
 
 
４． 公立大学における教員養成の可能性と課題 
 一般社団法人公立大学協会が作成した『公立大学の地域貢献機能―地域貢献プログラ
ムの“LEAD”による事例分析―』（2018 年 1 月）には、公立大学が取り組んでいる地
域貢献の事例が紹介されている。そのなかから教員養成につながる可能性のある内容を
あげてみたい。 
国際教養大学では、小学校外国語活動教員研修事業を行い、秋田県の小学校における
外国語活動の改善・充実を図っている。群馬県立女子大学でも、小学校の英語活動の支
援や高校生を対象とした英語コンテストなどを実施している。神戸市外国語大学では、
市立学校の教員に対する英語及び英語教授法の学習機会を提供している。 
 静岡文化芸術大学では、自治体と連携して、外国籍の児童・生徒の学習支援や交流事
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業を実施している。愛知県立大学でも、未来を創造する子どもの育成を掲げ、地域の子
育て支援や外国籍の子どもの教育支援を行っている。神戸市外国語大学では、大学院生
や学部学生を市立学校に派遣して教育活動の支援を行っている。福岡県立大学では、不
登校・ひきこもりサポートセンターによる子ども支援活動を行っている。岡山県立大学
では、「県大そうじゃ子育てカレッジ」を拠点とした多彩なプログラムによって、県立
大学の専門性を活かした地域貢献が行われている。 
 前橋工科大学では、こども科学実験教室の演示実験を行っている。また、大阪府立大
学では、小中高校生向けの科学教室を開催している。山陽小野田市立山口東京理科大学
でも、小中学生を対象に科学体験講座を行っている。 
 このように公立大学は地域の要請に応えて、地域の子どもたちや教員の支援を積極的
に行っている。こうした事例から、教職課程の学生が地域の子どもたちと触れ合う機会
がつくられ、地元の教員として就職していく可能性が読み取れるのではないだろうか。 
 また、一般社団法人公立大学協会は、『未来マップのための 16 の課題』（2018 年 5
月）のなかで、「地域貢献における『公』の位置づけ」という課題を提起している。す
なわち、「公立大学における『公』の意味を明確にする研究によって、公立大学として
自信をもって地域との連携を深めることが求められる」と述べている。 
公立大学にとって「地域」とは、大学の所在地や設置者である自治体にとどまらず、
学生の出身地や卒業後の就業場所も含めて考えるべきではないだろうか。たとえ少数で
あっても、教員として「地域」で働くことによって、地域に貢献することが公立大学の
役割の一つなのではないだろうか。そして、このことこそ公立大学における教員養成の
可能性なのではないだろうか。 
 兵庫県立大学は、教員養成の理念として「質の高い教員を養成することは兵庫県立大
学の教育の成果の一つとして誇りうるものであり、公立大学として、地域の発展に寄与
する『社会貢献』という使命にも沿ったものである」とまとめている。 
 この点に関わって示唆的な取組をしているのが、長野大学と都留文科大学である。長
野大学では、卒業後においても指導（卒後指導）を行っている。これは、卒業後に各学
校等に配属された卒業生の教員や、卒業後も教員を目指している卒業生に対し、指導や
助言を行うとともに、現況を把握することによって、在学生へのフィードバックにも寄
与している。都留文科大学では、卒業後にも、教職支援センターの教員が全国各地に出
かけ、卒業生対象の「教職支援交流会」を開催し、実際に教員として勤務するなかで生
じた悩みや不安を聴き取り、解消できるよう助言するとともに、同期や先輩たちとのつ
ながりをつくれるよう支援している。 
 今日、教員をめぐる状況は厳しい環境にある。こうした状況にあって、両大学の卒後
指導は、一人ひとりの教員をつなぎ、支える貴重な取組だと考える。 
 一方、公立大学の教員養成の課題としては、松本裕司氏が 10 年以上前に指摘したこ
とが、今なお当てはまることが多いように思う。松本氏は、課題として①公立大学にお
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ける教員養成の位置づけの不明確さ、②教員養成の組織的指導体制の未整備、③教育改
革、教員養成改革動向への対応の不徹底さ、をあげていた 6）。このうち①については、
「報告書」のなかで 94.6％の公立大学が教員養成の目標を大学全体として公表してい
るが、学科等ごとでは 45.9％が公表していないと回答している。同様に、目標を達成
するための計画についても、86.5％の公立大学が大学全体として公表しているが、学科
等ごとでは 56.8％が公表していないと回答している（ｐ21・22）。公立大学においては、
大学全体としての教員養成の位置づけは明確になってきたものの、より具体的な学科等
ごとの位置づけがなお不充分であるといえよう。 
 ②についても、「多くの公立大学では専任教員が少ないため、きめ細かな指導ができ
ず、集中講義や非常勤講師に頼っている実態」は、今なお変わらないのではないだろう
か。「報告書」では、教職課程の全学的な統括組織として「教職課程センター」などを
設置している公立大学は 14.6％に過ぎない。私立大学の 40.0％、国立大学の 26.5％と
比べても違いは大きい（ｐ99）。また、教職への就職率を上げるために、教職担当教員
が組織的に受験指導を実施している公立大学は 16.7％であり、私立大学の 26.5％、国
立大学の 22.1％よりも低い（ｐ87）。すなわち、松本氏が指摘した「全学を見通した課
題の提示や統一性のある活動により、責任ある指導体制をどのように構築するか」は、
なお課題である。 
 
 
５． おわりに 
 戦後日本の教員養成は、「開放性」の原則で行われてきた。国立大学の教員養成系大
学・学部は、戦前の師範学校を前身としており、主として小学校教員の養成機関として
役割を果たしてきた。これに対して、中学校・高等学校教員の多くは一般大学・学部で
養成されてきた。これは戦前の「師範教育」への反省とともに、教科に対する学問的力
量と多様性を重視したものである。 
 公立大学の教職課程が最も大切にするべき公立大学の良さとは、この「開放性」の本
質である学問の自由と大学の多様性ではないだろうか 7）。しかし、現実には多くの公立
大学で「教育の質の向上」として実践されていることは、学校現場に早期に送り出し、
体験的な学びを行わせることであったり、教員採用試験に向けて対策講座を開いたりす
るなど、「改革」を進めている公立大学は基本的に同じような取組をしていることが分
かった。これで大学の多様性が発揮されているといえるだろうか。これはもちろん公立
大学だけの問題ではないが、教員養成を主な目的としていない公立大学の可能性を活か
すためには、大学の多様性を大切にすることこそが重要であると考える。そして、この
大学の多様性を重視することが、地域に責任を持つ公立大学の責務だと考える。 
6) 松本裕司、前掲論文 
7) 前川喜平「文部科学行政における教員養成と開放制の行方」「日本教師教育学会年報」第 28 号、2019 年 
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立
大
学
岐
阜
県
立
看
護
大
学
滋
賀
県
立
大
学
大
阪
府
立
大
学
福
祉
大
学
兵
庫
県
立
大
学
新
見
公
立
大
学
山
口
県
立
大
学
高
知
県
立
大
学
福
岡
県
立
大
学
長
崎
県
立
大
学
大
分
県
立
看
護
科
学
名
桜
大
学
大
学
栄
養
教
諭
21
名
寄
市
立
大
学
青
森
県
立
保
健
大
学
山
形
県
立
米
沢
栄
養
千
葉
県
立
保
健
医
療
神
奈
川
県
立
保
健
新
潟
県
立
大
学
長
野
県
立
大
学
静
岡
県
立
大
学
滋
賀
県
立
大
学
大
学
大
学
福
祉
大
学
京
都
府
立
大
学
大
阪
市
立
大
学
大
阪
府
立
大
学
兵
庫
県
立
大
学
島
根
県
立
大
学
岡
山
県
立
大
学
県
立
広
島
大
学
山
口
県
立
大
学
高
知
県
立
大
学
福
岡
女
子
大
学
長
崎
県
立
大
学
熊
本
県
立
大
学
全
国
公
立
大
学
93
文
部
科
学
省
「平
成
31
年
4月
1日
現
在
の
教
員
免
許
状
を
取
得
で
き
る
大
学
」　
か
ら
作
成
教
員
免
許
を
取
得
で
き
る
公
立
大
学
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表
2
校
種
大
学
名
人
数
大
学
名
人
数
大
学
名
人
数
大
学
名
人
数
大
学
名
人
数
大
学
名
人
数
大
学
名
人
数
幼
稚
園
埼
玉
県
立
大
学
5
新
潟
県
立
大
学
5
愛
知
県
立
大
学
5
岩
手
県
立
大
学
4
福
岡
県
立
大
学
4
名
古
屋
市
立
大
学
2
福
山
市
立
大
学
2
小
学
校
都
留
文
科
大
学
14
1
福
山
市
立
大
学
35
山
梨
県
立
大
学
12
兵
庫
県
立
大
学
8
埼
玉
県
立
大
学
7
名
桜
大
学
6
山
口
県
立
大
学
5
高
知
県
立
大
学
4
愛
知
県
立
大
学
3
福
岡
県
立
大
学
3
岩
手
県
立
大
学
2
群
馬
県
立
女
子
大
学
2
新
潟
県
立
大
学
2
愛
知
県
立
芸
術
大
学
2
滋
賀
県
立
大
学
2
福
井
県
立
大
学
2
高
知
工
科
大
学
2
県
立
広
島
大
学
2
名
寄
市
立
大
学
1
神
奈
川
県
立
保
健
1
石
川
県
立
大
学
1
山
陽
小
野
田
市
立
1
神
戸
市
外
国
語
大
学
1
岐
阜
県
立
看
護
大
学
1
宮
崎
公
立
大
学
1
沖
縄
県
立
芸
術
大
学
1
福
祉
大
学
山
口
東
京
理
科
大
学
中
学
校
都
留
文
科
大
学
22
高
知
工
科
大
学
16
愛
知
県
立
芸
術
大
学
9
神
戸
市
外
国
語
大
学
9
高
知
県
立
大
学
9
埼
玉
県
立
大
学
8
県
立
広
島
大
学
8
宮
崎
公
立
大
学
7
群
馬
県
立
女
子
大
学
6
長
崎
県
立
大
学
6
沖
縄
県
立
芸
術
大
学
5
高
崎
経
済
大
学
4
新
潟
県
立
大
学
4
大
阪
市
立
大
学
4
尾
道
市
立
大
学
4
北
九
州
市
立
大
学
4
名
桜
大
学
4
静
岡
文
化
芸
術
大
学
3
愛
知
県
立
大
学
3
京
都
市
立
芸
術
大
学
3
京
都
府
立
大
学
3
広
島
市
立
大
学
3
山
口
県
立
大
学
3
滋
賀
県
立
大
学
2
兵
庫
県
立
大
学
2
公
立
鳥
取
環
境
大
学
2
福
岡
県
立
大
学
2
山
陽
小
野
田
市
立
2
山
口
東
京
理
科
大
学
熊
本
県
立
大
学
2
釧
路
公
立
大
学
1
岩
手
県
立
大
学
1
宮
城
大
学
1
会
津
大
学
1
秋
田
公
立
美
術
大
学
1
山
梨
県
立
大
学
1
長
野
大
学
1
首
都
大
学
東
京
1
横
浜
市
立
大
学
1
大
阪
府
立
大
学
1
下
関
市
立
大
学
1
高
等
学
校
都
留
文
科
大
学
25
愛
知
県
立
大
学
15
北
九
州
市
立
大
学
10
大
阪
府
立
大
学
8
神
戸
市
外
国
語
大
学
8
高
知
県
立
大
学
8
山
陽
小
野
田
市
立
7
山
口
東
京
理
科
大
学
大
阪
市
立
大
学
7
県
立
広
島
大
学
6
山
口
県
立
大
学
6
高
崎
経
済
大
学
5
横
浜
市
立
大
学
5
尾
道
市
立
大
学
5
高
知
工
科
大
学
5
秋
田
県
立
大
学
4
群
馬
県
立
女
子
大
学
4
首
都
大
学
東
京
4
静
岡
県
立
大
学
4
京
都
府
立
大
学
4
兵
庫
県
立
大
学
4
広
島
市
立
大
学
4
長
崎
県
立
大
学
4
静
岡
文
化
芸
術
大
学
3
滋
賀
県
立
大
学
3
熊
本
県
立
大
学
3
宮
崎
公
立
大
学
3
名
桜
大
学
3
岩
手
県
立
大
学
2
秋
田
公
立
美
術
大
学
2
会
津
大
学
2
名
古
屋
市
立
大
学
2
愛
知
県
立
芸
術
大
学
2
石
川
県
立
大
学
2
福
井
県
立
大
学
2
島
根
県
立
大
学
2
福
岡
県
立
大
学
2
釧
路
公
立
大
学
1
宮
城
大
学
1
国
際
教
養
大
学
1
埼
玉
県
立
大
学
1
山
梨
県
立
大
学
1
新
潟
県
立
大
学
1
長
岡
造
形
大
学
1
京
都
市
立
芸
術
大
学
1
公
立
鳥
取
環
境
大
学
1
福
岡
女
子
大
学
1
沖
縄
県
立
芸
術
大
学
1
中
等
教
育
学
校
首
都
大
学
東
京
3
大
阪
府
立
大
学
1
長
崎
県
立
大
学
1
特
別
支
援
学
校
名
寄
市
立
大
学
9
山
口
県
立
大
学
7
都
留
文
科
大
学
5
長
野
大
学
2
愛
知
県
立
芸
術
大
学
2
岩
手
県
立
大
学
1
石
川
県
立
大
学
1
福
井
県
立
大
学
1
兵
庫
県
立
大
学
1
長
崎
県
立
大
学
1
沖
縄
県
立
芸
術
大
学
1
大
学
改
革
支
援
・学
位
授
与
機
構
「大
学
基
本
調
査
」2
01
9年
版
　
か
ら
作
成
公
立
大
学
の
教
員
就
職
者
数
（2
01
9年
）
6362
表3
大学名 年度 取得人数 年度 就職者数 現役 就職率
公立千歳科学技術大学 2018 12 人 2018 19 8 66.7%
釧路公立大学 2018 16 人
名寄市立大学 2018 65 件 17 13
青森公立大学 2017 17 人 2017 2 11.8%
岩手県立大学 2017 38 人 2017 8 21.1%
宮城大学 2018 26 人
秋田県立大学 2018 31 人 2018 4 12.9%
国際教養大学 2018 25 件 2018 1
秋田公立美術大学 2017 30 件
山形県立米沢栄養大学 2018 12 人 2018 0 0.0%
会津大学 2018 49 件 2018 3
群馬県立女子大学 2018 32 人 2018 12 37.5%
高崎経済大学 2018 49 人 2018 9 18.4%
前橋工科大学 2018 7 人 2018 0 0.0%
埼玉県立大学 2017 53 人 2017 20 37.7%
首都大学東京 2018 171 件 2018 8
横浜市立大学 2018 74 件 2016 13
新潟県立大学
山梨県立大学 2017 77 件
都留文科大学 2018 178
長野県立大学
長野大学 2018 6 人 2018 3 50.0%
石川県立大学 2015 13 人 2015 2 15.4%
金沢美術工芸大学 2018 50 人 2018 3 6.0%
福井県立大学 2017 45 件
静岡県立大学 2018 23 人 2018 9 4 17.4%
静岡文化芸術大学 2018 18 人 2018 11 7 38.9%
愛知県立大学
愛知県立芸術大学 2018 81 人 2018 16 19.8%
名古屋市立大学 2018 35 件 2018 3
滋賀県立大学
京都府立大学
大阪府立大学 2018 114 人 2018 14 12.3%
大阪市立大学 2016 95 人 2016 31 32.6%
兵庫県立大学 2018 71 人 2018 14 19.7%
神戸市外国語大学 2018 31 件 2018 13
公立鳥取環境大学 2017 27 人 2017 8 29.6%
島根県立大学 2018 9 人 2018 2 22.2%
岡山県立大学 2017 32 人 2017 9 28.1%
県立広島大学 2018 32 人 2018 12 37.5%
尾道市立大学 2018 24 人 2018 9 37.5%
福山市立大学 2018 127 件 2018 74
山口県立大学 2015 77 件
下関市立大学 2018 6 人 2018 1 16.7%
高知県立大学 2017 38 人 2017 21 55.3%
高知工科大学 2017 73 件 2018 23
福岡県立大学 2018 63 件 2018 15
福岡女子大学
北九州市立大学 2018 53 人 2018 14 26.4%
長崎県立大学 2015 103 件 2015 6
熊本県立大学 2018 38 人 2018 5 13.2%
大分県立看護科学大学 2018 12 人 2018 5 41.7%
宮崎公立大学 2018 22 人 2018 11 5 22.7%
沖縄県立芸術大学 2017 48 人 2017 3 6.3%
名桜大学 2018 55 人 2017 16 29.1%
各大学のウェブページに公開されている資料から作成
教員免許取得・教員就職状況
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